[bookmark: _kwijq3dfua7e]利用契約書（入所契約・通所契約）

介護サービス事業者　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、利用者　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が運営する介護施設又は通所介護事業所において提供する介護サービスの利用について、次のとおり利用契約（以下「本契約」という。）を締結する。
なお、乙が契約内容を理解し、意思表示を行うために支援を必要とする場合は、家族、成年後見人その他適切な支援者の協力を得るものとする。

[bookmark: _w6kx1hhijykh]第1条（目的）
1. 本契約は、甲が乙に対し、介護保険法その他関係法令に基づく適切な介護サービスを提供し、乙が必要な支援を受けながら、安全かつ尊厳のある生活を送ることを目的とする。
2. 甲は、乙の心身の状況、生活環境、本人の希望及び介護サービス計画等を踏まえ、乙の自立支援、生活機能の維持又は向上及び生活の質の確保に努める。
3. 甲及び乙は、相互の信頼関係を基本として、本契約に定める権利及び義務を誠実に履行するものとする。

[bookmark: _xfb3ttlhpj9w]第2条（契約の対象及びサービス区分）
1. 本契約の対象となる介護サービスは、次のとおりとする。
	項目
	内容

	施設・事業所名
	

	所在地
	

	事業所番号
	

	サービス区分
	□ 入所　□ 通所

	サービス種別
	

	利用開始日
	年　　月　　日

	利用予定期間
	

	利用頻度
	


2. 入所契約の場合、甲は乙に対し、施設内における居住環境及び契約対象となる介護サービスを提供する。
3. 通所契約の場合、甲は乙に対し、所定の利用日及び利用時間内において、事業所内又はサービス提供計画に定める場所で介護サービスを提供する。
4. 甲は、契約締結に先立ち、乙に対して重要事項説明書、運営規程その他必要な書類を交付又は提示し、サービス内容及び利用条件を説明するものとする。

[bookmark: _uydzkhtxw62j]第3条（サービスの提供内容）
1. 甲が提供する介護サービスは、乙の状態及び利用するサービス種別に応じ、次の各号の全部又は一部とする。
（1）食事、排せつ、入浴、清拭及び更衣等の日常生活上の介護
（2）健康状態の確認及び日常的な健康管理
（3）機能訓練、身体機能の維持及び生活機能向上のための支援
（4）レクリエーション、交流活動及び社会参加の支援
（5）生活相談及び家族等への必要な助言
（6）服薬に関する確認及び支援
（7）通所サービスにおける送迎
（8）入所サービスにおける居室及び共用設備の利用
（9）その他、介護サービス計画等に基づき必要と認められる支援
2. 具体的なサービス内容、提供方法、提供頻度及び担当者等については、居宅サービス計画、施設サービス計画、通所介護計画その他該当するサービス計画に基づき定める。
3. 甲は、乙の心身の状況又は生活環境に変化が生じた場合、必要に応じてサービス内容の見直しを行うものとする。
4. 医療行為については、法令上認められた資格及び業務範囲に従い実施するものとし、甲は提供できない医療行為について乙に説明する。

[bookmark: _9zstedxrsoig]第4条（サービス提供の基本方針）
1. 甲は、乙の人格及び意思を尊重し、乙の立場に立った適切なサービス提供に努める。
2. 甲は、乙の残存能力を活用し、可能な限り自立した日常生活を営めるよう支援する。
3. 甲は、乙の心身の状況、認知機能、生活歴、習慣及び希望等を考慮し、画一的な対応を避けるよう努める。
4. 甲は、乙に対する虐待、身体的又は精神的な不適切な取扱い、差別その他人格を侵害する行為を行ってはならない。
5. 甲は、乙の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他乙の行動を制限する行為を行わないものとし、法令及び適用される基準に従って対応する。

[bookmark: _bzamn943ge2y]第5条（介護サービス計画）
1. 甲は、乙に適用される介護サービス計画に基づき、必要な介護サービスを提供する。
2. 甲は、乙の状態及び希望を適切に把握し、必要に応じて乙、家族、介護支援専門員その他関係者と連携する。
3. サービス計画の作成又は変更が必要な場合、甲は乙にその内容を説明し、法令及び適用基準に従い同意その他必要な手続を行う。
4. 甲は、サービス提供状況及び乙の状態を継続的に確認し、必要に応じて計画の見直しを行う。

[bookmark: _rjz24wiqieeo]第6条（利用日時及び利用条件）
1. 乙の利用日時及び利用条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	利用開始日
	年　　月　　日

	利用曜日
	

	利用時間
	時　　分～　　　時　　分

	入所予定期間
	

	送迎の有無
	□ 有　□ 無

	食事の提供
	□ 有　□ 無

	入浴サービス
	□ 有　□ 無

	その他
	


2. 通所サービスの利用日又は利用時間を変更する場合、甲乙は事前に協議し、事業所の受入体制及び介護サービス計画等を踏まえて決定する。
3. 入所サービスにおける居室、生活時間及び施設設備の利用については、重要事項説明書及び施設の運営規程等に従う。
4. 甲は、災害、感染症の発生その他やむを得ない事情により、サービス提供日時又は提供方法を変更する必要がある場合、乙に速やかに説明するものとする。

[bookmark: _w423cjfu0tvj]第7条（利用料金及び費用負担）
1. 乙は、甲が提供する介護サービスの対価として、介護保険制度に基づく自己負担額及び契約上必要となる費用を支払う。
2. 利用料金は、介護報酬の算定基準、乙の負担割合、利用実績及び重要事項説明書等に基づき算定する。
3. 介護保険給付の対象外となる費用については、甲が事前に内容及び金額を説明し、必要な同意を得たうえで請求する。
4. 主な費用項目は、次のとおりとする。
	費用項目
	金額・条件

	介護サービス自己負担額
	円

	居住費・滞在費
	円

	食費
	円

	日用品費
	円

	送迎関連費用
	円

	その他費用
	円


5. 前項の費用項目は、利用するサービス種別に応じて適用するものとし、法令上徴収できない費用については請求しない。
6. 甲は、料金体系又は費用負担に変更が生じる場合、法令に従い事前に乙へ説明し、必要な手続を行う。

[bookmark: _810crt2nnalp]第8条（料金の支払方法）
1. 乙は、甲から請求された利用料金を、次の方法により支払う。
	項目
	内容

	支払方法
	□ 口座振替　□ 銀行振込　□ 現金　□ その他

	請求締日
	毎月　　　日

	支払期限
	毎月　　　日

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担

	その他
	


2. 甲は、利用料金の内訳を明示した請求書又はこれに準ずる書類を乙に交付する。
3. 乙が支払期限までに料金を支払うことが困難となった場合、乙は甲に速やかに相談するものとする。
4. 甲は、料金の未払いが生じた場合、乙の生活状況及び支払能力等を考慮し、支払方法について協議する。
5. 料金の未払いのみを理由として、法令又は適用基準に反するサービス提供の拒否若しくは契約解除を行ってはならない。

[bookmark: _2hksed00kxc]第9条（入所サービスに関する事項）
1. 入所サービスを利用する場合、甲は乙に対し、契約内容に応じた居室、共用設備及び生活支援サービスを提供する。
2. 乙は、施設の運営規程及び合理的な生活上のルールを遵守し、他の利用者の安全及び生活環境に配慮する。
3. 甲は、乙の心身の状況、医療上の必要性その他合理的な理由により居室の変更が必要となった場合、乙に理由を説明し、本人の意思及び利益に配慮して対応する。
4. 乙の外出、外泊及び面会については、施設の運営規程に従うものとし、甲は合理的な理由なく不当に制限しない。
5. 入院その他の理由により乙が一時的に施設を離れる場合、居室の取扱い、費用負担及び再入所の条件については、法令及び事前に説明した契約条件に従う。

[bookmark: _z56alrx4g9vk]第10条（通所サービスに関する事項）
1. 通所サービスを利用する場合、甲は乙に対し、あらかじめ定めた利用日時に必要な介護サービスを提供する。
2. 送迎サービスを実施する場合、送迎場所、予定時刻、乗降時の支援方法及び緊急連絡方法等について、甲乙間で事前に確認する。
3. 乙が欠席又は利用時間の変更を希望する場合、乙又は家族等は、可能な限り速やかに甲へ連絡する。
4. 甲は、乙の健康状態等により通所サービスの利用が適切でないと判断される場合、乙又は家族等に説明し、必要な対応について協議する。
5. 通所サービスの利用中に乙の体調が悪化した場合、甲は必要な応急対応を行い、状況に応じて家族等への連絡及び医療機関への受診調整を行う。

[bookmark: _g5hs2dsf2hhm]第11条（健康管理及び医療機関との連携）
1. 甲は、乙の健康状態を適切に把握し、介護サービス提供上必要な範囲で健康管理及び状態観察を行う。
2. 甲は、乙に急病、負傷又は体調の急変が生じた場合、必要な応急対応を行うとともに、主治医、協力医療機関、救急医療機関その他関係機関との連携を図る。
3. 甲は、緊急時には乙の生命及び身体の安全確保を優先し、必要に応じて救急搬送等の措置を講じる。
4. 甲は、乙又は家族等に対し、医療機関への受診状況及び緊急対応の内容について、合理的に可能な範囲で速やかに連絡する。
5. 医療費、薬剤費その他医療サービスに関する費用については、医療保険制度その他関係法令及び実際の利用条件に従って取り扱う。

[bookmark: _x2vgxvqyt6wn]第12条（服薬管理及び医療的配慮）
1. 甲は、乙の服薬状況、医師の指示及び必要な支援内容を確認し、法令上認められる範囲で服薬支援を行う。
2. 乙又は家族等は、服用薬の変更、アレルギー、既往歴その他介護サービスの安全な提供に必要な情報について、可能な範囲で甲に伝えるものとする。
3. 甲は、乙に医療的配慮が必要な場合、対応可能な範囲及び必要な体制について事前に説明する。
4. 医療的ケアその他専門的な対応を要する事項については、必要な資格を有する者が法令に従って実施するものとする。

[bookmark: _4lbgztslxqe9]第13条（事故発生時の対応）
1. 甲は、サービス提供中に転倒、転落、誤嚥、負傷その他の事故が発生した場合、乙の生命及び身体の安全を確保するため、速やかに必要な措置を講じる。
2. 甲は、事故の内容及び状況に応じ、家族等、医療機関、市町村その他必要な関係機関へ連絡又は報告を行う。
3. 甲は、事故の発生状況、対応内容及び再発防止策等を記録し、必要な検証を行う。
4. 甲の故意又は過失により乙に損害が生じた場合、甲は法令に従い損害賠償責任を負う。
5. 甲は、事故が発生したことのみをもって一律に責任を負うものではないが、事故防止義務その他法令上負う責任を免れるものではない。

[bookmark: _w1qcaqje6gqc]第14条（感染症対策及び衛生管理）
1. 甲は、感染症の発生及びまん延を防止するため、関係法令及び適用基準に基づき必要な衛生管理及び感染症対策を実施する。
2. 甲は、乙に感染症が疑われる症状が認められた場合、必要な感染防止措置を講じるとともに、医療機関等と連携する。
3. 乙又は家族等は、発熱、感染症の診断その他サービス利用上配慮が必要な事情がある場合、可能な範囲で甲へ連絡する。
4. 感染症の発生等によりサービスの提供方法又は利用条件を変更する場合、甲は乙に理由及び変更内容を説明するものとする。
5. 感染症対策を理由とする利用制限については、必要性、相当性及び乙の生活への影響を考慮して判断する。

[bookmark: _ktr28zuwi0bv]第15条（身体的拘束及び虐待防止）
1. 甲は、乙の尊厳及び人格を尊重し、身体的拘束その他行動を制限する行為を原則として行わない。
2. 乙の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に限り、甲は関係法令及び適用基準に従い、必要最小限の対応を行う。
3. 前項の場合、甲は拘束の態様、時間、乙の心身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要事項を記録し、継続的に必要性を検討する。
4. 甲は、高齢者虐待の防止、早期発見及び適切な対応のため、必要な体制を整備する。
5. 甲は、虐待が疑われる事案を把握した場合、法令に従い必要な通報、報告及び保護措置を講じる。

[bookmark: _1o3z81csfoy]第16条（利用者及び家族等の協力事項）
1. 乙は、介護サービスを安全かつ適切に利用するため、健康状態、生活状況及び介護上必要な事項について、可能な範囲で甲に情報を提供する。
2. 乙及び家族等は、他の利用者及び職員に対する暴力、脅迫、著しい迷惑行為その他安全なサービス提供を妨げる行為を行わないものとする。
3. 甲は、乙の認知機能、障害特性、疾病その他の事情に起因する行動について、合理的な配慮及び必要な支援を検討する。
4. 家族等による協力の範囲は、本人の意思、家族等の同意及び法令上の権限に基づくものとし、本契約のみをもって家族等に無制限の義務を課すものではない。

[bookmark: _k1pen476qpqt]第17条（個人情報及び秘密保持）
1. 甲は、乙及び家族等の個人情報を、個人情報保護法その他関係法令に従い適切に管理する。
2. 甲は、介護サービスの提供、介護報酬請求、関係機関との連携その他正当な業務目的に必要な範囲で個人情報を取り扱う。
3. 甲は、法令上認められる場合を除き、乙の個人情報を第三者へ提供する場合には、必要な同意を取得する。
4. 甲は、従業者及び業務上個人情報を取り扱う者に対し、適切な秘密保持義務を課すものとする。
5. 甲は、乙の診療情報、介護記録、生活歴その他機微性の高い情報について、漏えい、滅失又は毀損の防止に必要な措置を講じる。

[bookmark: _yf67u1pdnyw3]第18条（介護記録の作成及び保存）
1. 甲は、乙に提供した介護サービスの内容、日時、健康状態、事故対応その他必要事項について、法令及び適用基準に従い記録を作成する。
2. 甲は、介護記録を法令及び条例等で定められた期間、適切に保存する。
3. 乙は、法令及び甲の定める合理的な手続に従い、自己に関する記録の開示を請求することができる。
4. 甲は、乙から記録内容について訂正等の申出があった場合、関係法令に従い適切に対応する。

[bookmark: _xfomzwumc99a]第19条（緊急連絡先及び身元引受人等）
1. 乙は、緊急時の連絡を円滑に行うため、可能な範囲で緊急連絡先を登録する。
2. 緊急連絡先及び身元引受人等の情報は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	氏名
	

	続柄
	

	電話番号
	

	住所
	

	役割
	□ 緊急連絡　□ その他

	その他
	


3. 緊急連絡先に登録された者は、当該登録のみをもって利用料金の支払義務又は損害賠償義務を負わない。
4. 身元保証、連帯保証その他の法的義務を負担させる場合は、別途適法な契約を締結するものとし、個人を根保証人とする場合には極度額その他法令上必要な事項を定める。
5. 甲は、身元保証人等がいないことのみを理由として、正当な理由なくサービス提供を拒否しないものとする。

[bookmark: _v4vkchlo9eft]第20条（苦情及び相談への対応）
1. 甲は、乙又は家族等からサービス内容、職員の対応、利用料金その他に関する苦情又は相談を受けた場合、誠実かつ適切に対応する。
2. 甲は、苦情受付窓口、担当者及び対応方法について、乙に事前に説明する。
3. 甲は、苦情の内容及び対応結果を必要に応じて記録し、サービス改善に活用する。
4. 乙は、甲の苦情受付窓口のほか、市町村、国民健康保険団体連合会その他適切な相談機関に相談又は苦情申立てを行うことができる。
5. 甲は、乙が正当な苦情申立てを行ったことを理由として、不利益な取扱いをしてはならない。

[bookmark: _xfq713bwzjnv]第21条（サービス内容の変更）
1. 乙の要介護状態、健康状態、生活環境又は介護上の必要性に変化が生じた場合、甲乙はサービス内容の変更について協議する。
2. サービス内容を変更する場合、甲は乙に変更理由、具体的な内容、料金への影響その他必要事項を説明する。
3. 介護サービス計画の変更が必要な場合は、法令及び適用基準に従い必要な手続を行う。
4. 甲は、乙の同意を要する重要な契約条件について、乙の同意なく一方的に不利益な変更を行わないものとする。

[bookmark: _d8inig9vsbsp]第22条（利用の休止及び再開）
1. 乙は、入院、体調不良、家庭の事情その他やむを得ない理由により、サービスの利用を一時的に休止することができる。
2. 利用休止を希望する場合、乙又は家族等は、可能な限り事前に甲へ連絡する。
3. 甲は、休止期間中の費用負担、居室の取扱い、再開条件その他必要事項について、事前に説明した契約条件及び関係法令に従い取り扱う。
4. 乙が利用再開を希望する場合、甲は乙の健康状態及び受入体制等を確認し、必要な調整を行う。
5. 甲は、合理的な理由なく乙の利用再開を拒否しないものとする。

[bookmark: _u7hlc03m3049]第23条（契約期間）
1. 本契約の期間は、次のとおりとする。
契約開始日：　　　　年　　　月　　　日
契約終了日：　　　　年　　　月　　　日
契約区分：□ 期間の定めあり　□ 期間の定めなし
2. 期間の定めのない契約については、本契約に定める終了事由が生じるまで継続する。
3. 期間の定めがある契約については、期間満了時の更新の有無及び更新条件を別途定める。
4. 介護保険の認定状況、サービス提供資格その他利用条件に変更が生じた場合、甲乙は必要に応じて契約の継続又は変更について協議する。

[bookmark: _oiwocalckgka]第24条（利用者による契約の解約）
1. 乙は、甲に対し、原則として解約希望日の　　　日前までに申し出ることにより、本契約を解約することができる。
2. 前項の規定にかかわらず、甲による重大な契約違反、サービス提供上の重大な問題その他やむを得ない事情がある場合、乙は法令に従い必要な解約を行うことができる。
3. 甲は、乙から解約の申出があった場合、必要に応じて介護支援専門員その他関係者と連携し、サービスの円滑な移行に協力する。
4. 解約に伴う費用については、法令及び適法な契約条件に従い精算する。

[bookmark: _sldxpqateyg9]第25条（事業者による契約の解除）
1. 甲は、次の各号のいずれかに該当し、法令上契約解除が認められる場合に限り、必要な手続を経て本契約を解除することができる。
（1）乙による重大な契約違反があり、相当の期間を定めた是正の求めにもかかわらず改善されない場合
（2）乙又は第三者による重大な暴力行為等により、安全なサービス提供の継続が著しく困難となり、合理的な代替措置を講じても解消できない場合
（3）施設の廃止、事業の終了その他やむを得ない事情により、サービス提供を継続できない場合
（4）その他、関係法令及び適用基準上、正当な解除事由が認められる場合
2. 甲は、契約解除を検討する場合、乙の心身の状況、認知機能、障害特性、生活環境及び介護の必要性を十分に考慮する。
3. 甲は、契約解除に先立ち、原則として乙又は適切な代理人等に理由を説明し、必要な協議を行う。
4. 甲は、契約終了により乙の生活及び介護に重大な支障が生じないよう、介護支援専門員、他の介護サービス事業者、医療機関その他関係機関との連携に努める。
5. 甲は、乙の要介護状態、認知症の症状その他介護サービスの対象となる事情のみを理由として、不当に契約を解除しない。

[bookmark: _enhc34la4wpt]第26条（契約の終了）
本契約は、次の各号のいずれかに該当した場合に終了する。
（1）乙が死亡した場合
（2）乙が適法に本契約を解約した場合
（3）甲が適法に本契約を解除した場合
（4）契約期間が満了し、更新されない場合
（5）甲が事業を廃止し、サービス提供を終了した場合
（6）その他、関係法令又は本契約に定める終了事由が生じた場合

[bookmark: _hsbqqfr69wlx]第27条（契約終了時の対応）
1. 甲は、本契約が終了する場合、乙の生活及び介護サービスの継続に支障が生じないよう、必要な情報提供及び関係機関との連携に努める。
2. 入所契約が終了する場合、甲は乙又は適切な代理人等と協議し、退所日、私物の返還、居室の明渡し及び費用精算等について確認する。
3. 通所契約が終了する場合、甲は必要に応じて介護支援専門員等に連絡し、サービス利用状況及び引継ぎ事項を共有する。
4. 甲は、乙の個人情報及び介護記録について、契約終了後も法令に従い適切に保存及び管理する。

[bookmark: _epv5yus6pxwc]第28条（損害賠償）
1. 甲又は乙が故意又は過失により相手方に損害を与えた場合、法令に従い、その責任の範囲に応じて損害を賠償する。
2. 甲は、介護サービスの提供に関して負う法令上の責任を、本契約によって不当に免除又は制限しない。
3. 乙に損害が生じた場合、甲は事故の状況、原因及び対応経過を確認し、必要に応じて損害賠償その他適切な対応を行う。
4. 乙の故意又は過失によって施設設備等に損害が生じた場合、甲乙は損害の内容、乙の状況及び法令上の責任を踏まえて協議する。

[bookmark: _z3yy5q97kpr]第29条（非常災害及び事業継続）
1. 甲は、火災、地震、風水害その他の災害に備え、法令及び適用基準に基づき必要な防災対策を講じる。
2. 甲は、非常災害発生時に乙の安全確保を優先し、避難誘導、救護その他必要な対応を行う。
3. 甲は、感染症及び非常災害の発生時における業務継続について、適用される基準に従い必要な計画及び体制を整備する。
4. 災害等により通常のサービス提供が困難となった場合、甲は乙又は家族等に状況を説明し、必要に応じて関係機関と連携する。

[bookmark: _sf61mfuqr4s]第30条（契約内容の説明及び確認）
1. 甲は、本契約の締結にあたり、乙に対し、サービス内容、利用料金、契約期間、解約条件、緊急時の対応及び苦情相談窓口等について説明する。
2. 乙は、説明内容について不明な点がある場合、甲に質問し、必要な説明を求めることができる。
3. 甲は、乙が契約内容を理解し、意思を表明できるよう、必要に応じて説明方法の調整その他適切な支援を行う。
4. 乙が代理人を通じて契約を締結する場合、甲は代理権の有無及び範囲を確認する。
5. 家族等が説明に同席した場合であっても、そのことのみをもって当該家族等が乙の契約上の義務を負担するものではない。

[bookmark: _83sqh7x6ttdd]第31条（契約内容の変更）
1. 本契約の内容を変更する必要が生じた場合、甲乙は協議のうえ、変更内容を明確にする。
2. 利用料金、サービス内容、契約期間その他重要な事項を変更する場合、甲は乙に事前に説明し、法令に従い必要な同意その他の手続を行う。
3. 変更内容について書面又は電磁的方法により記録を残すものとする。
4. 甲は、法令改正、介護報酬改定その他制度上の変更が生じた場合、乙に必要な説明を行う。

[bookmark: _lu4myvoc7uyh]第32条（協議事項）
1. 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は関係法令及び信義誠実の原則に従い、誠意をもって協議する。
2. 本契約に定める事項が介護保険法、民法、消費者契約法その他関係法令の強行規定に抵触する場合、当該法令の規定を優先する。
3. 本契約の一部が無効又は適用できない場合であっても、その他の条項は、法令上許容される範囲で引き続き効力を有する。

[bookmark: _3f9bvp9c39dl]第33条（合意管轄）
本契約に関して訴訟の必要が生じた場合、法令上認められる範囲で、甲の事業所所在地又は乙の住所地を管轄する裁判所のうち、甲乙が別途書面により合意した裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。

[bookmark: _du2of7cuw7]第34条（契約書の保管）
1. 本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙が署名又は記名押印のうえ、各自1通を保有する。
2. 甲乙が合意した場合、法令上認められる範囲で、電磁的方法により本契約を締結し、契約内容を記録及び保存することができる。







[bookmark: _tx369736pnrc]契約締結欄
契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

甲（介護サービス事業者）
法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設・事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（利用者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日：　　　　年　　　月　　　日

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　

代理人（該当する場合）

住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙との関係：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代理権の根拠・範囲：　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　

説明者（事業所担当者）

所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

説明日：　　　　年　　　月　　　日

[bookmark: _he44q5prer4q]重要事項確認欄
乙は、以下の事項について説明を受け、内容を確認したものとする。
□ 利用する介護サービスの種類及び提供内容
□ 利用開始日、利用日時及び利用条件
□ 利用料金、介護保険自己負担額及び保険給付対象外費用
□ 利用料金の支払方法及び支払期限
□ 介護サービス計画及びサービス内容の変更方法
□ 緊急時及び事故発生時の対応
□ 感染症対策及び健康管理
□ 個人情報の取扱い及び秘密保持
□ 身体的拘束の原則禁止及び虐待防止
□ 苦情相談窓口及び相談方法
□ 利用休止、契約解約及び契約終了の条件
□ 入所又は通所に関する個別の利用条件

確認日：　　　　年　　　月　　　日

利用者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代理人氏名（該当する場合）：

